
令和 6 年 8 月 16日 

 会員各位  

近畿税理士会 和歌山支部  

支部⾧ 坂 本 忠 進  

 

 

令和6年度拡大支部懇談会(Ｒ6.8.7開催)につきまして 下記のとおりご報告い

たします。 よろしくお願いいたします。  

令和６年８月７日 

支 部 懇 談 会 資 料 



【担当︓総務課】

1

１ 税理士業務の適正な運営の確保
・ 「税理士関係法令等・Ｑ＆Ａ」について

【掲載場所】「国税庁ＨＰ」⇒「税の情報・手続・用紙」
⇒「税理士に関する情報」⇒「税理士関係法令等・Ｑ＆Ａ」

２ 税務行政のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）
－税務行政の将来像2023－

（別添１「税務行政のデジタル・トランスフォーメーション」参照）

３ 税務署窓口におけるオンライン手続きの利用について
・ 用紙コーナーの廃止
・ 窓口に備え付けのＰＣによる用紙印刷・オンライン手続の体験

１ 税理士業務の適正な運営の確保
皆様には、日頃から税務行政にご協力いただくとともに、税理士業務につ

いても適正に執行されており、改めてお礼申し上げます。さて、このお話を
させていただくのは、先月に国税庁のＨＰに、懲戒処分に付された税理士等
が公表されたことに伴いまして、今一度注意喚起や、更なる綱紀の保持をお
願いさせてただくために、スライドにあります資料をお知らせさせていただ
きます。こちらには、懲戒処分に対する考え方等が記載されておりますので、
今一度ご確認いただきますようお願い申し上げます。

２ 税務行政のデジタル・トランスフォーメーション
別添資料Ｐ１をご覧ください。令和６年６月に発表された国税庁レポート
2024において、税務行政のデジタル・トランスフォーメーションについて、
取り組むこととしております。当局におきましては、納税者の利便性を向上
させるべく、様々な施策を講じて、「あらゆる税務手続が税務署に行かずに
できる社会」を実現するべく、e-Taxの利便性向上や周知広報に努めて参り
ます。しかしながら、これらを実現し、利便性を実感していただくためには、
各企業の経理事務等のデジタル化は必要になってまいります。つきましては、
皆様におかれましても、我々の目指す姿をご理解いただき、関与先に業務の
デジタル化の推進をご提案していただくなどのご協力を賜りますようお願い
します。
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３ 税務署窓口におけるオンライン手続きの利用について
先ほど申し上げましたとおり、当局としましては、「あらゆる税務手続が税
務署に行かずにできる社会」を実現するため、納税者の利便性の向上を図ると
ともに、来署者数の削減を図っているところであります。その一環として、各
種オンライン手続きの一層の利用拡大を図るため、用紙コーナーを8月中に廃
止いたします。
用紙の取得のため税務署に来署した納税者に対しては、ご自身のスマホ又は
窓口に備え付けのパソコンを活用し、用紙をダウンロード又はパソコンから印
刷していただくこととなります。先生方におかれましては、関与先の納税者に
対して、周知していただくとともに、オンライン手続きの利用を勧奨していた
だくようご協力のほどよろしくお願いします。
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【担当︓総務課】

2

４ 租税教室の開催（予定を含む）について
（令和６年７月末現在）

21 1 0 22

47 3 2 52

47 　回 2 　回 0 　回 49 　回

102 4 4 110

≪参考 令和５年度≫

大阪局
88.9 38.5 21.4 64.9

※内書きは、近畿税理士会和歌山支部からの講師派遣である。

　　％ 　　％ 　　％ 　　％

開催校
割合

和歌山

　校

小学校 中学校 高等学校

87.0 11.5 14.3 55.3

67.5 30.2 18.4

区分

開催校数

開催回数

学校数
　校 　　校 　校

合計

54 26 14 94

　％ 　　％ 　％ 　％

開催校割合

４ 令和６年度租税教室開催状況について
皆様方には、従前より租税教室への講師派遣について深いご理解とご協力を
賜り、誠にありがとうございます。
ご覧の表は、令和６年７月末現在において開催した学校及びこれから開催予
定の学校数と開催回数であります。開催校数と開催回数の内書が皆様に講師
派遣をしていただい数字になります。開催校数・回数ともに多くのご支援を
いただき重ねて御礼を申し上げます。
これまでも、小学校を中心に講師派遣していただいたところではありますが、
私どもとしては、まだまだ、開催割合の低い中学校の開催校の増加を積極的
に行いたいと思っております。つきましては、中学校での開催校数が増えた
際には、講師の派遣等について、ご協力をお願いいたします。
また、次代を担う子供たちに、税の大切さを伝えるためには、「租税教室」
が一番の機会であると考えております。そのためには、皆様方におかれまし
ては、教育関係者と接する機会等がございましたら、租税教室の勧奨をして
いただくよう御協力の程よろしくお願いします。その結果、租税教室の開催
できる感触がございましたら、課長補佐の本多までご連絡よろしくお願いし
ます。
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【担当︓管理運営部⾨】

３

１ キャッシュレス納付の利用拡大について

ダイレクト納付について

（別紙２「自動ダイレクトリーフレット」参照）

キャッシュレス納付の利用拡大について、ダイレクト納付、振替納税、イン
ターネットバンキング、クレジットカード納付、スマホアプリ納付など、税理士
会支部懇談会におきましても機会あるごとに説明及び周知をさせていただいてお
りますが、今回は特に令和６年４月１日以降に法定納期限が到来する申告手続き
について利用が可能となった、自動ダイレクトについて説明いたします。

1 ダイレクト納付について

ダイレクト納付はe-Taxにより申告書を提出した後、事前に指定した納
税者ご自身名義の預貯金口座から、即時又は納付日を指定して口座引落
しにより国税を納付することが可能です。
令和６年４月以降、e-Taxで申告を行う際に、ダイレクト納付を行う旨
の意思表示を行うことで、各申告手続の法定納期限に自動的に口座引落
しを行う「自動ダイレクト」が開始されているので、ご利用をお願いし
ます。データを送信する際に、必要事項にチェックするだけで法定納期
限当日に自動的に忘れることなく口座引き落としによる納付ができる便
利なダイレクト納付の方法です。
預貯金口座ごとにダイレクト納付利用届出書提出することで、複数の

預貯金口座をご利用いただけるほか、予納も利用することが可能です。
個人の方については、金融機関届出印の押印なしに、オンラインでダ

イレクト納付利用届出書を提出することが可能です。
地方税についても、地方税共通納税システムによるダイレクト納付が
可能ですので、特に、毎月納期が訪れる個人住民税（特別徴収分）など、
国税と併せてご利用をお願いします。
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【担当︓管理運営部⾨】

４

２ 税務署窓口における相談体制

（別添３「国税に関するご質問・ご相談は国税庁ホームページで解決！」参照）

３ 窓口収受システムを利用した収受事務（試行）について

２ 税務署窓口における相談体制

国税庁では、国税に関する相談について、来署せずとも自宅やオフィスか
ら解決できる方法として、国税庁ホームページのタックスアンサーやチャッ
トボット、電話相談センターをご用意しています。
なお、具体的に書類や事実関係を確認する必要がある場合など、電話での
回答が困難な相談については、従来より税務署において事前に予約を受けた
上で、面接により対応することとしていますが、相談時間の確保及び来署者
の待ち時間の削減のため、上記以外の相談についても、面接による相談を希
望される場合は、原則として事前に予約を受けた上で対応することとしてお
ります。税務署窓口における相談体制について、ご理解とご協力をお願いし
ます。

３ 窓口収受システムを利用した収受事務（試行）について
令和２年８月３日（月）以降、「窓口収受システム」を使用した収受事務
の試行を実施しておりますが、こちらのシステムは、令和６年12月27日を
もって、試行を終了いたします。
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【担当︓徴収部⾨】

5

１ 関与先に対する期限内納付指導

※ 令和６年分の所得税の予定納税１期分の納期限・口座振替日は、例年と
異なり、令和６年９月30日（月）

▼キャッシュレス納付の
詳細はこちら

１ 期限内納付について
かねてよりのお願いで恐縮ですが、関与先に対して、中間申告や予定納税、

確定申告等のお知らせとともに、期限内の納付を御指導いただくよう、お願い
いたします。
特に、本年は、定額減税の影響で、所得税の予定納税１期分の納期限が９月
30日となり、消費税及び地方消費税の中間申告分の口座振替日と重なりますの
で、御注意ください。

なお、期限内の納付が困難との申出があった場合には、早期に税務署（徴収
担当）での納付相談を御指導いただくよう、併せてお願いいたします。
また、納付方法についても、是非、キャッシュレス納付の利用を推奨いただ
きますよう、お願いいたします。

キャッシュレス納付は非対面で、税務署の窓口や金融機関に出向くことなく、
国税の納付を完了できます。
機会あるごとに関与先にキャッシュレス納付(ダイレクト納付・振替納税・

インターネットバンキング・クレジットカード納付・スマホアプリ納付)の届出
提出及び利用勧奨をお願いします。
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【担当︓徴収部⾨】

6

２ 納付書の事前送付について
令和６年５月から、以下の方々に対する「消費税及び地方消費税」・「申告

所得税及び復興特別所得税」・「法人税及び地方法人税」分の納付書の送付を
取りやめています。

▼詳細はこちら

２ 納付書の事前送付に係るお知らせについて
国税庁では、「あらゆる税務手続が税務署に行かずにできる社会」の実現

に向けて、キャッシュレス納付の利用拡大に取り組んでいるところ、社会全
体の効率化と行政コスト抑制の観点を踏まえ、e-Taxにより申告書を提出して
いる法人の方などについて、令和６年５月以降、納付書の事前の送付を取り
やめております。
国税の納付に際しては、先ほど説明も致しましたダイレクト納付や振替納税
等など納付書を使用しない便利なキャッシュレス納付手段を多数ご用意してお
りますので、しつこいようではございますが納付書の送付対象の見直しにご理
解をいただきますととともに、この機会にぜひご利用いただきますようお願い
します。
なお、納付書の交付を希望される場合は、お手数ですが所轄の税務署にご確
認いただき、納付書の交付を依頼してください。
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【担当︓個⼈課税部⾨】

7

１ 記帳指導及び記帳説明会の実施について
⑴ 記帳指導

令和６年度は、会計ソフト方式及び個別指導方式による記帳指導を実施

⑵ 記帳説明会

２ 通年的なスマホ申告の勧奨について
通年的にマイナンバーカード方式によるスマホ申告をスタンダード化

開催日時
令和６年10月22日（火）
（午前の部）10：00～12：00
（午後の部）14：00～16：00

開催場所 和歌山地方合同庁舎　５階共用会議室２

備　　考 午前・午後２コマ

１ 記帳指導及び記帳説明会の実施について
令和６年度の記帳指導につきましては、会計ソフト方式及び個別指導

方式により記帳指導を実施します。
会計ソフト方式とは、４回の記帳指導のうち、最初の２回について、記

帳指導の受託者が講師としてオンデマンド配信し指導するというものです。
オンデマンド受講を確認した後、担当の先生にＷｅｂ会議方式もしくは

臨戸での記帳指導を行っていただきます。
個別指導方式は従来の方式で、全４回臨戸もしくはＷｅｂ会議方式で担

当の先生に行っていただきます。
今年度につきましては、昨年度と同程度の対象者を９人の先生に指導し

ていただくこととなっております。
どうぞよろしくお願いいたします。

次に記帳説明会ですが、令和６年10月22日（火）合同庁舎内会議室にお
いて、午前午後の２コマで和歌山納税協会と共催で開催する予定です。
講師の先生につきましては、鵜島副支部長に選任していただくようお願

いしております。
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２ 通年的なスマホ申告の勧奨について
「あらゆる税務手続が税務署に行かずにできる社会の実現」という

「税務行政の将来像2023」の考えにのっとりまして、確定申告期間中だ
けでなく、通常期の窓口相談においてもマイナンバーカード方式による
スマホ申告をスタンダード化しておりますので周知させていただきます。
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【担当︓資産課税部⾨】

8

１ 相続税e-Taxの普及・定着に向けた取組
・ 次のとおり利便性が向上しています！

（別添４「税理士の皆さまへ 相続税e-Taxをご利用ください」参照）

２ 相続税申告書第11表の様式改訂
・ 令和６年１月以降相続開始分の相続税申告書から、第11表の様式を分割
（別添５「相続税申告書第11表の様式改訂」参照）

➣ ソフトウェア対応の影響を踏まえ、当面の間、旧様式の第11表の送信も
可能

実施時期内容項目

令５.１～・登記事項証明書や預金残高証明書は提出不要添付書類の削減１

令５.５～・１回８MB⇒14MB・最大154MBまで送信可能送信容量の拡大２

令５.６～
・「変更等届出書」を送信した税理士に利用者識別
番号を電話で連絡

利用者識別番号の確認を簡素化３

資産課税関係について、２点申し上げます。

１点目は「相続税e-Tax」についてです。別添のリーフレットをご覧ください。

相続税e-Taxは、先生方のご協力により、令和元年10月の導入以降、年々利用
件数が増加しています。
また、先生方からのご意見等を踏まえ、徐々にではありますが、利便性も向上

しています。
スライドに記載のとおり、「添付書類の削減」や「送信容量の拡大」、「利用

者識別番号の確認の簡素化」など、少しでも使い勝手が良くなるよう努めてきた
ところです。

今後は、申告書控えへの収受日付印の押印見直しを契機として、一層のe-Tax
の推進をよろしくお願いします。

２点目は、「相続税申告書第11表の様式改訂」についてです。別添のリーフ
レットをご覧ください。

令和６年１月以降相続開始分の相続税申告書から、相続財産の明細を記載する
11表の様式が、４種類に分割されます。
記載イメージは、リーフレット裏面のとおりですが、会計ソフトの改修が必要

であり、対応に期間を要する見込みのため、当面の間は、従来の様式による送信
も可能としています。

ご負担をお掛けすることになり、大変申し訳ありませんが、適時のご対応をよ
ろしくお願いします。
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【担当︓法⼈課税部⾨】

9

１ ALL e-Taxの利用拡大に向けた取組
・ 「法人税の電子申告は４社に３社がALL e-Taxです！！」
（別添６「法人税の電子申告は４社に３社ALL e-Taxです！！」参照）

２ インボイス制度の円滑な定着に向けた取組
・ 登録要否を検討している免税事業者を対象とした個別相談会を月１回開催
（別添７「開催日程一覧表（登録要否相談会及びインボイス制度相談会）」参照）

３ 源泉所得税（徴収高計算書）について
・ e-Taxソフト（Ｗｅｂ版）で作成・送信までが可能（ゼロ納付書対応）

（掲載場所）
「国税庁ＨＰ」⇒「e-Tax」⇒「よくある質問（Ｑ＆Ａ)

４ NISA口座の開設状況確認について
・ e-Taxで開設状況を確認することが可能
（別添８「NISA口座の開設状況をe-Taxで確認できるようになりました！」参照）

平素から法人課税に関する事務に深いご理解とご協力を賜り、ありがとうござ
います。法人課税等の関係について、４点ご説明させていただきます。

まず、１つ目は「ALL e-Taxの利用拡大に向けた取組」でございます。
先生方におかれましては、e-Taxによる申告書等の提出について、積極的にご

利用いただいているところでございますが、国税庁では、納税者や税理士の皆様
の利便性向上と税務行政の効率化のため、勘定科目内訳明細書や財務諸表などの
添付書類について、PDF等の画像データではなく、文字及び数字データを送信い
ただく「ALL e-Tax」を推進しているところでございます。

令和５年度、法人のALL e-Taxの割合は全国で74.4％のところ、和歌山署にお
きましては、先生方のご尽力もあり、全国平均を上回ってます。が、さらなる利
用拡大に向け、皆様方の顧問先のうち「ALL e-Tax」に対応されていない方に対
して、積極的な利用の勧奨をお願いさせていただきたいと思います。
また、利用状況に応じ、個別勧奨をさせていただく予定としております。
連絡させていただいた際には、ご理解・ご協力賜りますよう、お願いいたしま

す。

２つ目は、インボイス制度の円滑な定着に向けた取組について説明いたします。

前事務年度におきましては、早期申請等のインボイス制度の円滑な導入につい
て、先生方には多大なるご協力を賜り、改めてお礼申し上げます。ありがとうご
ざいました。

さて、和歌山税務署におきましては、引き続き、登録要否を検討している免税
事業者の方を対象とした個別相談の位置付けで、「登録要否相談会」を月１回開
催しております。 11 / 13 ページ



開催日や事前予約等につきましては、国税庁ＨＰに「開催日程一覧表」を掲載さ
せていただいております。
８月につきましては、29日（木）の開催を予定しておりますが、事前予約制と

なっておりますので、１週間前の８月22日（木）までに電話にてご予約をお願い
いたします。相談者１組当たり、１時間以内の個別相談という形で開催予定です。

３つ目は、源泉所得税の徴収高計算書についてです。
Ｒ６．５からWeb版の利用が可能となっております。
操作性が向上しており、大変便利ですので、是非ご利用ください。

４つ目は、税理士の皆様には直接的に関係はない事項となりますが、口座の開
設状況について税務署に多くの問い合わせが来ている状況です。
これらはe-Taxで確認することができますので、ご案内いただけると幸いです。

最後に、項目には記載しておりませんが、定額減税制度に関するお礼とお知ら
せになります。６月から実施されました定額減税につきましても、先生方に多大
なご協力をいただいたところでございます。ありがとうございます。
さて、所得税の定額減税制度における給与の源泉徴収に関する一般的なご質問

やご相談を受け付けている「給与支払者向け所得税定額減税コールセンター」で
ございますが、８月末までの設置となっておりますで、９月以降は電話相談セン
ターでの対応となりますので、ご承知おき願いたいと思います。

以上、法人課税関係からの説明でございます。ありがとうございました。
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○ 拡大支部懇談会 支部側議題 令和６年８月７日開催 
 
【支部側議題】 

 令和７年１月から申告書等の控えに収受日付印の押なつを行わないこととなりましたが、中小零細事
業者は、金融機関から融資の際、確定申告書等の提出を要請されることが多いことから困惑しています。 

 収受日付印の押なつの代替手段として、個人事業者については e-Tax システムによる「申告書等情報

取得サービス」が挙げられるのではないかと考えますが、まだその概要を理解していない会員が多いと感

じています。 

 ご承知の通り、電子取引データの電子保存制度は、本来、令和４年１月に施行される予定でしたが、納

税者の理解やシステム対応が進んでいないとして、施行が令和６年１月に延期されました。現場で納税者

と接する税理士としては、新たな制度が導入される場合には、十分な説明と広報が必要であると考えま

す。 

 そこで、収受日付印の押なつ廃止に関連して、「申告書等情報取得サービス」の広報の手段とその他の

代替手段をお教えください。 
 
【回答】 

１ 「申告書等情報取得サービス」の広報について 

「申告書等情報取得サービス」については、別添資料Ｐ15 をご覧ください。これは、国税庁ＨＰに

掲載されているリーフレットで、署の窓口でも来署者に交付しているものになります。例えば、書面で

申告した申告書等においても、パソコン又はスマートフォンにより閲覧・ダウンロードすることで、提

出事実・提出年月日を確認できます。裏面に、スマートフォンによる操作方法がありますので、是非参

考にしてください。 

なお、当該見直しについては、決算期説明会等、各種説明会において、リーフレットを入れて説明す

るほか、令和６年１月以降、申告書等提出のために来署した全ての納税者に対して、リーフレットを手

交して、説明するとともに、申告書等情報取得サービスなどの提出事実の確認手段についても必要に応

じて説明しており、引き続き、幅広く周知していきたいと考えております。 
    
２ 「その他代替手段」について 

  オンライン申請による「申告書等情報取得サービス」の他に 
 ① 申告書等の閲覧サービスでの写真撮影 

 ② 納税証明書の交付請求 

 ③ 保有個人情報の開示請求 

 などの手段がありますが、来署又は手数料が必要になるサービスですので、これらを必要としない「申

告書等情報取得サービス」をお勧めします。 

 
３ 「金融機関への周知」について 

  国税当局から、金融機関や補助金・助成金などを担当する行政機関などに対して、今般の見直しにつ
いては事前に説明を行っております。とりわけ、令和７年１月以降は各種の事務において収受日付印の

押なつされた申告書等の控えを求めないようにお願いしてきたところです。 

 なお、令和７年１月以降において、収受日付印の押なつされた控えの提出を求める各種の機関を把握

した場合に、国税当局から個別に説明を行うこととしております。 

13 / 13 ページ



                              令 和 ６ 年 ８ 月 ７ 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

懇 談 会 資 料 

【 別 添 】 

 



-1-



-2-



-3-

別紙１別添２



-4-



国税庁 法人番号7000012050002 （R5.5）

① チャットボット（ふたば）に質問する

② タックスアンサーを利用する

チャットボットは
こちらから

タックスアンサーでは、国税のよくある質問に対する一般的な
回答を次の方法で調べることができます。

・自分に合った状況から探す（質問形式による検索）

・キ－ワ－ドによる検索

・税金の分野ごとに調べる
タックスアンサーは

こちらから

国税庁 税について調べる

チャットボット（ふたば）では、次の方法で質問すると、
AI（人工知能）が自動回答します。

・ご質問したいことをメニューから選択

・自由に文字で入力

チャットボット
（税務職員ふたば）

相談可能税目について
所得税
消費税・ の 確定申告 ・年末調整・インボイス制度

※「年末調整」の利用可能期間は、10月上旬から翌年１月下旬までとなります。
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（裏面）

税務署で相談する

※相談内容によっては、税務署へのご相談をお願いする場合がございます。

所轄の税務署へ 電話する

税務署の電話番号
はこちらから

電話で解決 『電話相談センター 』へつながります。

電話相談センターを選択する

音声案内に従い、
「１」 電話相談センターを選択

インボイス制度及び消費税の
軽減税率制度に関する 般的
なご質問は、「３」 インボイス
コールセンターを選択する

相談内容を選択する
音声案内に従い、相談する内容の番号を選択する

「１」 所得税
「２」 源泉徴収、年末調整、 払調書
「３」 譲渡所得、相続税、贈与税、財産評価
「４」 法人税
「５」 消費税、印紙税
「６」 その他

税務署での相談は、事前予約が必要です。

書類や事実関係を確認する必要がある場合など、
チャットボットやタックスアンサー、電話相談
センターによる解決が困難な相談については、
面接にて相談を受け付けています。

所轄の税務署へ電話して音声案内「２」を選択してください（「税務署」に繋がります。）。
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開催場所 連絡先

年月日 時間
地番、建物名
部屋番号等

※代表電話の場合は、音声
ガイダンスに従って「２」を選

択してください。

R6.8.29 9:00～16：00 和歌山税務署
和歌山市二番丁３
和歌山地方合同庁舎
和歌山税務署

・　登録要否相談会
　　（個人事業者向け）
・　インボイス制度相談会
　　（個人事業者向け）

【要事前予約】
・　８月22日17時までにお電話で予約
願います。
・　相談者1組当たり1時間以内の個
別相談となります。

和歌山税務署
個人課税第１部門
（直通電話）
（073-424-2144）

R6.8.29 9:00～16：00 和歌山税務署
和歌山市二番丁３
和歌山地方合同庁舎
和歌山税務署

・　登録要否相談会
　　（法人向け）
・　インボイス制度相談会
　　（法人向け）

【要事前予約】
・　８月22日17時までにお電話で予約
願います。
・　相談者1組当たり1時間以内の個
別相談となります。

和歌山税務署
法人課税第１部門
（直通電話）
（073-424-2158）

開催日時

相談会等の名称等主催者 留意事項

開催日程一覧表（登録要否相談会及びインボイス制度相談会）

○　現在、開催が予定されている登録要否相談会及びインボイス制度相談会は以下のとおりです（今後、随時更新することを予定していますので、適宜ご確認ください。）。
○　「留意事項」欄に「要事前申込」と表示されている場合につきましては、該当の相談会の連絡先にお電話等で事前申込をお願いします。
　  なお、申込状況等により、ご希望に添えない可能性がありますことをあらかじめご了承ください。
○　事前申込の必要がない相談会につきましても、混雑の状況等により、参加いただけない場合がありますのであらかじめご了承ください。
○　以下の実施日以外にも随時、相談予約を受け付けていますのでお気軽に最寄りの税務署にご連絡ください。
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